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１．2025年５月期第３四半期の連結業績（2024年６月１日～2025年２月28日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年５月期第３四半期 19,755 0.4 451 △48.4 336 △61.1 190 △59.8
2024年５月期第３四半期 19,677 2.1 875 5.8 865 10.2 473 312.9

(注) 包括利益 2025年5月期第3四半期 200百万円( △56.8％) 2024年5月期第3四半期 463百万円( 250.2％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年５月期第３四半期 24.44 －

2024年５月期第３四半期 60.84 －

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年５月期第３四半期 20,911 3,934 18.8

2024年５月期 21,736 3,885 17.9
(参考) 自己資本 2025年５月期第３四半期 3,934百万円 2024年５月期 3,885百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年５月期 － 0.00 － 19.46 19.46

2025年５月期 － 0.00 －
2025年５月期(予想) 7.71 7.71

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年５月期の連結業績予想（2024年６月１日～2025年５月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 26,210 0.4 422 △51.6 276 △67.3 200 △60.4 25.69
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 －社（社名） － 、除外 １社（社名） 株式会社ＨＯＰＰＡ三鷹

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

会計方針の変更に関する注記

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年５月期３Ｑ 8,396,000株 2024年５月期 8,396,000株

② 期末自己株式数 2025年５月期３Ｑ 610,258株 2024年５月期 610,258株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年５月期３Ｑ 7,785,742株 2024年５月期３Ｑ 7,785,742株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の
前提となる条件および業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）３ペー
ジ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧くださ
い。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、不安定な国際情勢や円安による資源価格及び原材料価格の高

騰、国内においては急激な物価上昇等もあり、先行き不透明な状況が続いております。

教育業界においては、従来からの少子化による企業間競争と淘汰が進み、経営環境は依然厳しい状況で推移してい

ますが、公立高校無償化や入試制度改革などによりニーズの多様化が進んでおります。一方、保育など子育て支援を

めぐる事業においては、政府による少子化対策が一層強化されております。また、高齢化が進み、特に都市部におい

て介護サービスのニーズが継続して拡大しております。

このような情勢のもと、当社グループにおいては「ステキな大人が増える未来をつくる」というグループビジョン

実現を目指して、人の一生を支援する事業において、収益性の向上に向けた事業展開を行っています。

当第３四半期連結累計期間の売上高は19,755百万円(前年同期比0.4％増)となり、前年同期に比べ78百万円増加しま

した。営業利益は451百万円(同48.4％減)となり、前年同期に比べ423百万円減少しました。経常利益は336百万円(同

61.1％減)となり、前年同期に比べ528百万円減少しました。親会社株主に帰属する四半期純利益は190百万円(同59.8

％減)となり、前年同期に比べ283百万円減少しました。

セグメント別の概況は以下のとおりです。

＜学習塾事業＞

学習塾事業においては、前年に比べ退会数の抑止に成功したものの、新学期開始時期における新規の入会数が前

年に及ばなかったことが大きく影響し、期中平均生徒数は前年同期比97.1％となりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間のセグメントの経営成績は、売上高7,790百万円(前年同期比2.3％減)、セ

グメント利益1,251百万円(同15.3％減)となりました。

＜語学関連事業＞

日本語教育事業においては、堅調だった昨年に引き続き、当第３四半期連結累計期間における期中平均生徒数は

前年同期比103.0％となりました。海外の英会話事業においては、オーストラリアの職業訓練学校では学生数が順調

に増加したものの、オーストラリア政府による学生ビザの要件厳格化の影響により、オーストラリアの語学学校に

おける学生数の回復に遅れが生じています。国際人材交流事業においては、日本在留の有能な外国人を特定技能人

材として国内企業に紹介する活動に注力しました。

その結果、当第３四半期連結累計期間のセグメントの経営成績は、売上高3,250百万円(前年同期比0.2％減)、セ

グメント利益98百万円(同10.6％減)となりました。

＜保育・介護事業＞

保育事業においては、当第３四半期連結累計期間における期中平均園児数は前年同期比98.5％となりました。介

護事業においては、入居率とサービス利用率の向上に努め、当第３四半期連結累計期間における期中平均顧客数は

前年同期比100.7％となりました。フードサービス事業においては、新規顧客獲得に向けた営業活動や原価率改善へ

の取り組みを行いました。特に人材不足が課題となっている保育・介護事業において、人材確保とエンゲージメン

トの向上を目標に定着率を高めるための処遇改善を実施した結果、人件費が増加いたしました。

その結果、当第３四半期連結累計期間のセグメントの経営成績は、売上高8,714百万円(前年同期比3.2％増)、セ

グメント利益275百万円(同30.8％減)となりました。
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（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の総資産は20,911百万円となり、前連結会計年度末に比べ824百万円減少しました。流

動資産は6,439百万円となり、前連結会計年度末に比べ329百万円減少しました。主な要因は、現金及び預金の減少363

百万円、売掛金の増加98百万円、商品の増加37百万円等です。固定資産は14,471百万円となり、前連結会計年度末に

比べ495百万円減少しました。有形固定資産は10,411百万円(前連結会計年度末に比べ351百万円減少)となりました。

主な要因は、建物及び構築物の減少239百万円、リース資産の減少98百万円等です。無形固定資産は892百万円(同119

百万円減少)となりました。主な要因は、のれんの減少98百万円等です。投資その他の資産は3,167百万円(同23百万円

減少)となりました。主な要因は、繰延税金資産の減少53百万円等です。

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は16,977百万円となり、前連結会計年度末に比べ873百万円減少しました。

流動負債は8,415百万円となり、前連結会計年度末に比べ570百万円減少しました。主な要因は、未払法人税等の減少

298百万円、短期借入金の減少200百万円、前受金の減少200百万円、賞与引当金の増加278百万円等です。固定負債は

8,561百万円となり、前連結会計年度末に比べ302百万円減少しました。主な要因は、役員退職慰労引当金の減少162百

万円、リース債務の減少85百万円、長期借入金の減少80百万円等です。

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は3,934百万円となり、前連結会計年度末に比べ48百万円増加しました。

主な要因は、利益剰余金の増加38百万円等です。

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末17.9％から0.9ポイント上昇し、18.8％になりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2025年５月期の連結業績予想につきましては、2025年１月10日に公表いたしました業績予想から変更はありませ

ん。

なお、業績予想につきましては、本資料の発表日現在入手している情報に基づいて当社が判断したものであり、実

際の業績は様々な要因により予想数値と異なる結果になる可能性があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,094,722 4,730,741

売掛金 767,795 866,108

商品 69,786 107,604

貯蔵品 12,455 12,784

その他 854,908 756,728

貸倒引当金 △30,187 △34,013

流動資産合計 6,769,480 6,439,954

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,990,237 5,750,570

土地 2,715,299 2,715,299

リース資産（純額） 1,876,988 1,778,645

建設仮勘定 － 11,215

その他（純額） 181,047 155,863

有形固定資産合計 10,763,573 10,411,593

無形固定資産

のれん 502,890 404,236

その他 509,400 488,460

無形固定資産合計 1,012,290 892,697

投資その他の資産

投資有価証券 171,083 171,235

繰延税金資産 1,218,157 1,164,902

敷金及び保証金 1,595,225 1,647,179

その他 228,408 205,642

貸倒引当金 △21,495 △21,438

投資その他の資産合計 3,191,379 3,167,520

固定資産合計 14,967,243 14,471,811

資産合計 21,736,724 20,911,765
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年２月28日)

負債の部

流動負債

買掛金 136,053 187,538

短期借入金 3,200,000 3,000,000

１年内返済予定の長期借入金 1,477,656 1,457,794

リース債務 109,773 113,134

未払金 913,863 961,717

未払法人税等 317,995 19,891

前受金 1,567,581 1,367,363

賞与引当金 197,991 476,136

資産除去債務 34,073 29,963

その他 1,031,627 802,392

流動負債合計 8,986,617 8,415,931

固定負債

長期借入金 2,947,957 2,867,322

リース債務 2,127,572 2,042,068

退職給付に係る負債 1,919,916 1,979,760

役員退職慰労引当金 227,635 64,829

資産除去債務 892,512 888,534

繰延税金負債 608,503 577,375

その他 140,249 141,494

固定負債合計 8,864,347 8,561,385

負債合計 17,850,964 16,977,316

純資産の部

株主資本

資本金 327,893 327,893

資本剰余金 263,954 263,954

利益剰余金 3,824,144 3,862,894

自己株式 △695,920 △695,920

株主資本合計 3,720,071 3,758,820

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 80,383 80,449

為替換算調整勘定 △49,222 △26,758

退職給付に係る調整累計額 134,528 121,936

その他の包括利益累計額合計 165,689 175,628

純資産合計 3,885,760 3,934,449

負債純資産合計 21,736,724 20,911,765
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年６月１日
至 2024年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年６月１日
至 2025年２月28日)

売上高 19,677,201 19,755,292

売上原価 15,205,673 15,668,668

売上総利益 4,471,527 4,086,624

販売費及び一般管理費 3,596,477 3,635,085

営業利益 875,050 451,538

営業外収益

受取利息 1,423 6,413

受取配当金 3,888 4,051

為替差益 47,977 －

貸倒引当金戻入額 464 539

補助金収入 24,674 －

持分法による投資利益 1,237 1,060

助成金収入 1,470 －

雑収入 38,038 40,120

営業外収益合計 119,174 52,185

営業外費用

支払利息 117,317 126,103

為替差損 － 33,505

雑損失 11,155 7,286

営業外費用合計 128,472 166,895

経常利益 865,752 336,829

特別利益

固定資産売却益 － 64

移転補償金 3,038 －

子会社株式売却益 － 73,616

補助金収入 26,426 －

特別利益合計 29,464 73,681

特別損失

減損損失 64,031 7,617

固定資産除却損 3,209 561

固定資産圧縮損 2,199 －

賃貸借契約解約損 9,024 －

特別損失合計 78,465 8,178

税金等調整前四半期純利益 816,751 402,331

法人税、住民税及び事業税 356,549 189,828

法人税等調整額 △13,468 22,242

法人税等合計 343,081 212,071

四半期純利益 473,670 190,260

親会社株主に帰属する四半期純利益 473,670 190,260
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年６月１日
至 2024年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年６月１日
至 2025年２月28日)

四半期純利益 473,670 190,260

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 31,670 65

為替換算調整勘定 △38,336 23,294

退職給付に係る調整額 △2,920 △12,591

持分法適用会社に対する持分相当額 △444 △830

その他の包括利益合計 △10,030 9,938

四半期包括利益 463,639 200,199

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 463,639 200,199
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を第１四半期連結会計期間の期首から

適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用

後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の四

半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2023年６月１日 至 2024年２月29日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２学習塾事業

語学関連
事業

保育・介護
事業

売上高

一時点で移転される財又は
サービス

386,329 61,900 660,835 1,109,065 － 1,109,065

一定の期間にわたり移転
される財又はサービス

7,586,619 3,195,617 7,785,899 18,568,136 － 18,568,136

顧客との契約から生じる
収益

7,972,948 3,257,517 8,446,735 19,677,201 － 19,677,201

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 7,972,948 3,257,517 8,446,735 19,677,201 － 19,677,201

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 3,414 26,532 29,947 △29,947 －

計 7,972,948 3,260,932 8,473,268 19,707,148 △29,947 19,677,201

セグメント利益 1,478,193 110,763 397,775 1,986,732 △1,111,682 875,050

(注) １． セグメント利益の調整額△1,111,682千円には、各報告セグメントに配分されない全社費用△1,138,145千

円及びその他の調整額26,462千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費等であります。

２． セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

当該減損損失の計上額は、「学習塾事業」セグメントで54,311千円、「語学関連事業」セグメントで9,719千円で

あります。

(のれんの金額の重要な変動)

該当事項はありません。

(重要な負ののれん発生益)

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2024年６月１日 至 2025年２月28日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２学習塾事業

語学関連
事業

保育・介護
事業

売上高

一時点で移転される財又は
サービス

382,720 60,902 757,851 1,201,474 － 1,201,474

一定の期間にわたり移転
される財又はサービス

7,407,605 3,189,486 7,956,725 18,553,818 － 18,553,818

顧客との契約から生じる
収益

7,790,326 3,250,389 8,714,577 19,755,292 － 19,755,292

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 7,790,326 3,250,389 8,714,577 19,755,292 － 19,755,292

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 5,455 32,484 37,940 △37,940 －

計 7,790,326 3,255,844 8,747,062 19,793,233 △37,940 19,755,292

セグメント利益 1,251,549 98,990 275,260 1,625,800 △1,174,261 451,538

(注) １． セグメント利益の調整額△1,174,261千円には、各報告セグメントに配分されない全社費用△1,221,914千

円及びその他の調整額47,653千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費等であります。

２． セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

該当事項はありません。

(のれんの金額の重要な変動)

該当事項はありません。

(重要な負ののれん発生益)

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年６月１日
至 2024年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年６月１日
至 2025年２月28日)

減価償却費 672,424千円 669,158千円

のれんの償却額 99,666 98,653
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年４月７日

株式会社 京進

取締役会 御中

監査法人京立志

京都府京都市

指定社員

公認会計士 西村 猛業務執行社員

指定社員
公認会計士 原田泰吉

業務執行社員

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社京進の2024年６月１日から2025年５月31日

までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2024年12月１日から2025年２月28日まで）及び第３四半期連結累計期

間（2024年６月１日から2025年２月28日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

その他の事項

会社の2024年５月31日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結累計期間に係る四半期連結財務諸表及び前

連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監査

人は、当該四半期連結財務諸表に対して2024年４月９日付で無限定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に

対して2024年８月22日付で無限定適正意見を表明している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の

四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関す

る会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠

して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要

な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対し

て限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入

手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の

作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な証拠

を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監

査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


